
半導体サプライチェーン構築事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市が九州への半導体関連投資の増加による輸送需要を

取り込み、本市を拠点とした半導体の新たな荷の流れを構築するため、予算の

範囲内で本市若しくは市内近隣における半導体製造装置の梱包機能若しくは

保管機能を活用する取組に要する経費の一部を補助することにより、もって

本市の物流機能の強化並びに集荷促進に向けた基盤を創出することを目的と

する。補助金の交付に関しては、北九州市補助金等交付規則（昭和 41 年北九

州市規則第 27 号）に規定するもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、用語の定義は次の各号に掲げるとおりとする。 

（１） 「半導体製造装置」とは、「商品の名称及び分類についての統一システ

ムに関する国際条約」に基づき定められた HS コード「8486.10」若しくは

「8486.20」に該当する品目をいう。 

（２） 「物流事業者」とは、各地間において発着する他人又は自らの貨物の輸

送を業として行う者をいう。 

（３） 「荷主企業」とは、半導体製造装置の販売を業とし、かつ自らの事業に

関して貨物を継続して物流事業者に輸送させる者をいう。 

（４） 「梱包」とは、半導体製造装置を緩衝材や包装資材で保護し、輸送に耐

えうる状態にすることをいう。 

（５） 「市内近隣」とは、連携中枢都市圏「北九州都市圏域」を構成する５市

12 町（直方市、行橋市、豊前市、中間市、宮若市、芦屋町、水巻町、岡垣

町、遠賀町、小竹町、鞍手町、香春町、苅田町、みやこ町、吉富町、上毛

町、築上町）を範囲とする。 

 

（補助金の交付対象者） 

第３条 補助金の交付を受けて補助事業を行おうとする者は、次の各号の要件

を満たさなければならない。 

（１） 荷主企業若しくは物流事業者であること。 

（２） 暴力団でないこと。また、法人の場合にあっては、その役員のうちに暴

力団員がいないこと。 

（３） 暴力団員を自らの業務に従事させ、又は自らの業務の補助者として使用

していないこと。 

（４） 自らの事業活動について、暴力団又は暴力団員により支配を受けている

ものと認められないこと。 

 

（補助事業の要件及び補助対象経費と補助率） 

第４条 補助金の交付対象となる補助事業、補助対象となる経費及び補助率は、



別表のとおりとする。 

２ 市長は、補助事業を実施するために必要な経費のうち、当該補助金の交付対

象となる経費について、予算の範囲内において補助金を交付する。 

 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助事業を行う者（以下「補助事業者」とする。）は、補助金の交付を

受けようとするときは、補助事業の実施前に、別に定める補助金交付申請書に

関係書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定による補助金交付申請書の提出があった場合には、

当該申請の内容を審査し、補助金の交付決定をしたときは、補助金交付申請者

に対し、別に定める補助金交付決定通知書により通知するものとする。 

２ 市長は、審査により補助金の不交付を決定したときは、補助金交付申請者に

対し、別に定める補助金不交付決定通知書により、その理由を付して通知する

ものとする。 

 

（補助事業の変更） 

第７条 補助事業者は、前条の規定による補助金交付決定通知書を受けたのち、

補助事業の内容を変更するときは、速やかに別に定める補助金交付変更申請

書に関係書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があった場合、その内容を審査し、補助金の交付変更を

決定したときは、別に定める補助金交付変更決定通知書により通知するもの

とする。 

３ 前条第２項の規定は、前項の規定による補助金交付変更決定の場合に準用

する。 

 

（実績報告） 

第８条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、その翌日から起算して２０

日以内又は当該年度３月末日までのいずれか早い日までに、別に定める実績

報告書に関係書類を添えて、市長に報告しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第９条 市長は、前条の報告があった場合において、その内容を審査し、適当と

認めたときは、交付する補助金の額を確定し、別に定める補助金額確定通知書

により補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の請求及び交付） 

第１０条 補助事業者は、前条に規定する通知を受け、補助金を請求するときは、

別に定める補助金請求書に関係書類を添えて、速やかに市長に提出しなけれ



ばならない。 

２ 市長は、前項の補助金の請求を受けたときは、補助事業者に対し、補助金を

交付するものとする。 

 

（補助金の交付決定の取消し） 

第１１条 市長は、補助事業者が次の各号に該当すると認めるときは、補助金の

交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 第３条に規定する補助金の交付対象者、第４条に規定する補助事業の要

件及び補助対象経費に該当しないことが明らかになったとき 

（２） 補助事業者が第８条及び第１０条に規定する手続を期限内に行わない

とき 

（３） 第８条及び第９条に規定する審査において、不適当と認められたとき 

（４） 第１４条第２項の規定に基づく指導に補助事業者が従わないとき 

（５） 虚偽その他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき 

（６） その他市長が不適当と認める事由が発生したとき 

２ 前項の規定は、第９条に定める補助金の額の確定を行ったのちにおいても

同様とする。 

３ 市長は、第１項の規定に基づき補助金の交付決定を取り消したときは、別に

定める補助金交付決定取消通知書又は補助金交付決定一部取消通知書により

補助事業者に通知するものとする。 

４ 第１項の規定に基づき補助金の交付決定を取り消したことにより生じた損

害について、市は賠償の責めを負わないものとする。 

 

（補助金の交付申請の取下げ） 

第１２条 補助事業者は、補助事業を中止するときは、速やかに別に定める補助

金交付申請取下げ書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、第６条第１項に定める補助の交付決定を行った後に、前項の規定に

よる申請の取下げがなされたときは、当該補助金の交付決定を取り消すもの

とする。 

３ 前条第３項及び第４項の規定は、前２項の場合について準用する。 

 

（返還命令） 

第１３条 市長は、第１１条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を

取り消した場合において、当該取消しに係る補助金が既に交付されていると

きは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

２ 市長は、返還命令を行うときは、別に定める補助金返還命令書により補助事

業者に通知するものとする。 

 

（補助事業の状況報告及び指導） 

第１４条 市長は、補助事業者に対し、申請書等の記載に係る事項、補助事業の



実施状況に係る事項その他必要と認める事項について、報告を求めることが

できる。 

２ 市長は、前項の報告の結果、必要があると認めるときは、補助事業者に対し

て必要な措置を講ずるよう指導することができる。 
 

（関係法令の遵守） 

第１５条 補助事業者は、補助事業を実施するにあたり、法令等を遵守しなけれ

ばならない。 
 

（委任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関するその他必要な

事項は、産業経済局長が別に定める。 
 

   附  則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年６月１日から施行する。 

（失効） 

 ２ この要綱は、令和７年３月３１日限りでその効力を失う。ただし、同日ま

でに交付決定がなされた補助金については、この要綱の失効後もなおその

効力を有する。 

 

 

別表（第４条関係） 

補助事業の要件 補助対象となる経費 補助率 

（１）荷主企業若しくは物流事

業者が、市内に事業所を

置く梱包事業者の施設

を活用し、梱包した半導

体製造装置を、北九州

港、北九州空港、北九州

貨物ターミナル駅のい

ずれかから出荷するこ

と 

梱包１立米あたりの作業単

価に半導体製造装置の容積

（立米）を乗じた経費 

補助対象経費の５割 

（ただし、補助金額

の算定にあたり、補

助率を乗じて得られ

る金額の千円未満に

ついては切捨てとす

る） 

（２）荷主企業若しくは物流事

業者が、市内若しくは市

内近隣の物流施設の保

管スペースを活用し、保

管した半導体製造装置

を、北九州港、北九州空

港、北九州貨物ターミナ

保管施設 1 平米あたりの保

管単価に賃貸面積（平米）

と保管期間を乗じた経費 

補助対象経費の５割 

（ただし、補助金額

の算定にあたり、補

助率を乗じて得られ

る金額の千円未満に

ついては切捨てとす

る） 



ル駅のいずれかから出

荷すること 

   又は、荷主企業若しくは

物流事業者が、北九州

港、北九州空港、北九州

貨物ターミナル駅のい

ずれかから入荷した半

導体製造装置を、市内若

しくは市内近隣の物流

施設の保管スペースを

活用し、保管すること 

 


